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教育・研究長期事業計画について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊
計算機センター所長飯島孝夫
現在の計算機センターの位置付は
・学内情報処理教育に対する支援を行う
・学内研究者の研究活動を支援するための情報処理システムを構築する
・情報処理的手法を用いた独自の研究を行う
と考えて良い。
1）キャンパスの情報化（インテリジェント化）
　情報化には大きく分けて，（1）教育の情報化，（2）研究の情報化，（3）図書館の情報化，（4）事務管理
の情報化が考えられる。簡単に説明すると，（1）は情報機器を用いた教育の支援であり，②は
BITNETなどのネットワークシステム（JUNETに関しては平成3年度から運用予定で現
在準備中である）を用いて内外の研究者間で情報の交換を行う，データベースへのアクセス，他
センターのハードウェアの利用などであり，（3）は利用者管理，並びに，データベースの作成と検
索システムの構築であり，（4）は教務部関係，学生部関係などのデータベース作成や，学内経理管
理など多くのものがある。現状これらは個別に進あられている。これらを有機的に結合すること
が全体的にとらえた意味での情報化となる。
　これを実現するためには，計算機をネットワーク用のケーブルで単に結合するだけではなく，
ハードウェア資源やプログラム・データらのソフトウェア資源を学内（学習院では院内であろう）
で共有し利用することを考えなくてはならず，センターのみで検討できるものではない。これに
っいては，平成6年度の機器更新時に学習院全体（目白キャンパス，戸山キャンパス，四谷キャ
ンパス，その他付置設備）でのネットワーク（情報）化構想（ハードウェアも含む）を確立する
ことが望ましい。尚，ネットワーク構築には，キャンパス間では公衆回線を，キャンパス内の建
物間は既存の電話回線を利用するのが現実的であり，必要に応じて光ファイバーにする。建物内
は最低10Mのイーサーネットを用意する必要がある。
　院内ネットワークに関するハードウェアならびにソフトウェアの設計管理は計算機センターで
行うが，個々のデータベースの利用形態は関係各部署と共同で設計を行い，管理は各部署で行う
のが原則である。
＊　　この事業計画は，平成3年10月に計算機センター所長が，学長に提出した。
＊＊　現在，理学部教授。
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　以上のことが有効に機能するためには，利用者側では以下のような環境になっていることが望
ましい。
・教職員および学生はIDカードを所有し学内の情報機器の使用並びに情報収集をそれで行える
　ようにする。IDカードは身分証明書となる。
・各研究者のデスクの脇にパソコンまたはワークステーション及び，多機能入出力装置（FAX
　のようなもの）を所有することにより，研究室内から学内外の各種情報を採集，各種情報の整
理（光ファイリングシステムの利用），教職員間及び学生への連絡事項の発信，などが行える
　ようにする。
・各学生は自宅に計算機センターのパソコシと互換性のあるパソコンを所有することにより，電
　話回線を利用して学内外の各種情報を採集でき，且つそれを用いて自宅学習を可能にする。
2）情報処理関連科目の多様化と履修者増加に対する対応
　社会のニーズにともない情報処理関連科目数ならびに履修者数の増加が考えられる。実際，今
年度，教養演習2科目，関連科目種別1が16科目，種別1が10科目増えたことにそれが表れてい
る。これに伴う実習室の不足，並びに，指導教員の不足の解消は緊急を要する問題である。
実習室の不足について
　学生のパソコン所有率が10％未満である現状，自宅学習は望めず，レポートの作成などは当セ
ンターの実習室にある機械を利用せざるを得ない。一方，情報処理関連科目の増加に伴い，計算
機を利用した実習は増加する一方である。今年度関係各部署の協力を得て南3－102教室を多目的
教室（計算機実習もでき，かつ｝通常の講義にも支障のないような教室）に改造できたため，当
センター内での慢性的飽和状態は解消した（レポート締切日間近では一時的に飽和状態になるこ
ともある）感があるが，現状のままでは近い将来教室が不足することは明かである。将来計算機
センター内にある事務計算機室が事務棟に移転し，そこが使用できるようになったとしても，幾
っか研究室を作ることを考慮すると，高々30台程度のパソコンが置ける部屋ができる程度であり
抜本的解決にはならない。しかし，1）で述べたように学生のパソコン所有率が大きくなれば，
この問題は解決され，したがって，当センターでは情報処理関連の学部または大学院が新設され
るまで建物の増築は行わず，新たに建てられる教室があれば，現南3－102のように，その教室を
情報処理教育に利用できるような多目的教室にすることを提案する。
授業のコマ数増加に伴う指導教員の不足
　昨年度から当センターに専任教員（助手及び副手を除く）1名が置かれ教養演習・情報処理を
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4コマ担当しているが，教養演習・情報処理（インテンシブコースは除く）に関しては非常勤講
師として2名，本学の学部教員2名を加えた5名が計8コマ担当している。今年度の履修希望者
で履修できなかった学生の延べ人数は約540人であり，したがって，希望者をすべて受け入れる
ためには，3コマ新たに開設する必要があり，少なくとも一人の専任教員の増員が必要である。
又，大学全体の情報処理教育を考えるという立場上，専任教員は計算機センターに所属すること
が必要である。
　以上の処置を行うことは当面の事態を解決するために必須のことであるが，今後の世界情勢を
考えると，更に充実した教育及び研究活動を行うことが必要であり，そのためには大学院を持つ
学部の設置が望ましい（後述）。
3）研究活動について
センター所員によるプロジェクト
　当計算機センターでは「マルチメディアとヒューマンインターフェイス」という統一テーマで
9つのプロジェクトが進行中である。各プロジェクトと研究代表者は以下の通りである。
プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名 終了年度 研究代表者
自動分光偏光解析 平成4年度 溝口　　正
Risk　Co㎜unication分析のための情報処理に関する硬究 平成4年度 田中　靖政
ネットワークシステムを用いた研究者支援システムの研究 平成4年度 入沢寿美
ニューメディアを用いた教育支援システムの研究 平成4年度 入沢寿美
音声を用いたヒューマンインターフェースに関する研究 平成5年度 飯島孝夫
データ形式の変換と情報認識 平成5年度 菅　　忠義
情報創造と意志決定 平成5年度 田中伸英
逆問題の近似解法 平成5年度 水谷　　明
ネットワーク構造と情報処理プロセッシング 平成5年度 森田　道也
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　以上9つのプロジェクトに対し，特別研究費から研究費補助を行っている。この形態の研究活
動は特別研究費の続く限り行う。なお，現状の特別研究費は私学助成金に連動しているため，年
毎にかなり大きく変動するので予定が立てにくかったが，平成3年度から特別研究費の補填分が
予算に組み込まれるようになり，大きい変動を避けることができるようになった。
　又，年一回の割合で外部から講師を招き情報処理に関する研究会を催しており，今後これを拡
大する方向で考えたい。
外部に対する活動
　現在科研費の重点領域「原子レベルでの結晶成長機構」の中で専任所員の入沢講師が分担者と
して「結晶成長のためのデータベースの構築」を計画し，全国の研究者が利用できるネットワー
クの設計を行っている。また，窪田助手は日本Prolog協会の一員として，第5世代コンピ
ュータプロジェクトの核言語に採用されたPrologの普及に携わっている。
　この様に，専任所員が各自の専門分野を活かして国内外の学術研究に協力するのは必須のこと
であり，そのため環境作りが必要である。
研究利用者の多様化
　　　
　別紙にあるように当計算機センターを利用する研究者は全学部に及び，その利用目的も多岐に
わたっている。研究者が計算機を利用するための快適な環境を作るためには，学内のネットワー
ク化と専任所員の充実が必要である。
研究所としての将来
　研究所としての活性化をはかるには，所員の充実は当然ながら，大学院レベルの学生の教育を
受託できるような体制にする必要がある。現実的には，当分の間各学部から新しい情報処理的手
段を用いた研究に興味のある大学院生の指導の委託を受け，各学部の指導教官と協力して研究を
遂行して行く。そのたあには，各学部に対応した専門分野に携われる専任教員がセンター所属と
して籍を置いている体制が望ましく，　「問題の情報処理的解決手段」という共通の分野で異種専
門分野の研究者間の共同研究が可能となる体制を作る。
　この様な体制を作ることにより，将来，情報処理関連の大学院または大学院を持つ学部の設置
が可能となる。
＊　業務報告37頁～40頁を参照。
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